
１　 特  別  職
（単位：千円、人）

報  酬 給  料 期末手当 地域手当
その他
 の手当

計

長 等 4 － 36,713 12,807 4,406 32,375 86,301 9,223 95,524

議 員 22 120,120 － 37,413 － － 157,533 38,540 196,073

その他 974 84,747 － － － － 84,747 － 84,747

計 1,000 204,867 36,713 50,220 4,406 32,375 328,581 47,763 376,344

長 等 4 － 36,713 13,202 4,406 171 54,492 9,034 63,526

議 員 24 130,920 － 42,031 － － 172,951 43,858 216,809

その他 792 84,076 － － － － 84,076 － 84,076

計 820 214,996 36,713 55,233 4,406 171 311,519 52,892 364,411

長 等 0 － 0 △ 395 0 32,204 31,809 189 31,998

議 員 △ 2 △ 10,800 － △ 4,618 － － △ 15,418 △ 5,318 △ 20,736

その他 182 671 － － － － 671 － 671

計 180 △ 10,129 0 △ 5,013 0 32,204 17,062 △ 5,129 11,933

備考

給  与  費  明  細  書

区   分

給  与  費

比   較

本年度

前年度

職員数 共済費 合  計
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２　 一　般  職

（1）　総　　括
（単位：千円、人）

報  酬 給  料 職員手当等 計

(41)

1,046

(48)

965

(△7)

81

※（　　　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

扶　　養 地　　域 住　　居 通　　勤 特殊勤務 時 間 外 夜間勤務 管 理 職

42,155 235,471 50,897 43,810 15,420 176,347 － 52,732

40,482 226,706 51,082 42,013 15,920 155,734 － 50,503

1,673 8,765 △ 185 1,797 △ 500 20,613 － 2,229

期末勤勉 退　　職 児　　童 単身赴任
管理職員
特別勤務

計

900,991 120,992 30,075 － 500 1,669,390

905,253 207,919 29,475 － 500 1,725,587

△ 4,262 △ 86,927 600 － 0 △ 56,197

区  分

648,4811,873,909

587,808

550,075

本年度 1,947,743 1,669,390 685,149

給  与  費

前年度 1,725,587 4,149,571

4,204,941

職員数 共済費 備　考

会計年度任用職員541
人を含む

会計年度任用職員466
人を含む

4,890,090

合  計

4,798,052

92,038

区　 分

37,733

前年度

比   較

職
員
手
当
等
の
内
訳

本年度

36,66873,834比　 較 △ 56,197 55,370
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（2）　給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円、人、％）

区分 増減額 説　　明 備　　考

1
昇給に伴う
増加分

30,550
平均昇給率　1.71%
（非常勤職員を除く）

２
その他の増
減分

43,284 職員の異動等によるもの

職員数の異動状況
本年度563（うち常勤一般職職員505名）
前年度564（うち常勤一般職職員499名）
増   減  △1

１
地域手当の
増減分

8,765 職員の異動等によるもの

２
期末勤勉手
当の増減分

△ 4,262 職員の異動等によるもの

３
退職手当の
増減分

△ 86,927 対象者の増減によるもの 退職予定者(10名→6名)

４
その他の増
減分

26,227 職員の異動等によるもの

給料 73,834

職員
手当
等

△ 56,197

増減事由別内訳
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（3）　給料及び職員手当等の状況

ア　職員1人当たりの給与

（単位：円）

　　※一般行政職は、福祉職相当職（保育士）を除く。

　　※再任用短時間勤務職員を除く。

イ　初任給（令和4年4月1日）
（単位：円）

高 校 卒

大 学 卒

150,600

182,200

一般行政職

154,900

188,700

国の制度

一般行政職（一般職）

平均給与月額

平均年齢（歳）

令和4年1月1日現在

令和3年1月1日現在

区　　分

区　　分

304,943

362,266

39歳　4月

304,401

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢（歳）

平均給料月額

361,078

39歳　4月

技能労務職

351,087

415,981

53歳　3月

345,078

409,723

52歳　8月

一般行政職
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ウ　級別職員数

（単位：人、％）

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

7級 15 4.3 － － －

6級 70 19.9 － － －

5級 26 7.4 － － －

4級 66 18.8 4級 20 66.7

(29) (100.0) (8) (100.0)

87 24.7 10 33.3

2級 47 13.4 2級 － －

1級 41 11.6 1級 － －

(29) (100.0) (8) (100.0)

352 100.0 30 100.0

　　　　　 　※一般行政職は、福祉職相当職（保育士）を除く。

　　　　　　 ※その他の職種は除く。

　　　　　　 ※（　　　）内は、再任用短時間勤務職員数及び構成比の外書きである。

　　　　　　 ※構成比の欄は、級の区分ごとに端数処理をしているため計が合わないことがある。

（級別の基準となる職務）

区　分 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

次　長 係　長 主　事 主　事

課　長 総括主査 技　師 技　師

区　　分

令和4年1月1日現在

一般行政職 技能労務職

一般行政職 部　長 課長補佐 主　査

3級 3級

計 計
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エ　期末手当・勤勉手当
（単位：月）

オ　定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当
（単位：月）

区分
退職
特別
昇給

備考

支給率等 － 令和4年1月1日現在

国の制度
(支給率等)

－ 令和4年1月1日現在

カ　地域手当
（単位：％、人）

その他の
加算措置等

47.709

・職務に応じた調整
額加算措置
・定年前早期退職特
例措置（2%～20%加
算）

・職務に応じた調整
額加算措置
・定年前早期退職特
例措置（3%～45%加
算）

12 16
（41）

505

47.709

47.709

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

24.586875

33.27075

33.27075

2.225 2.225

(1.175)

20年勤続の者

24.586875

最高
限度

35年勤続の者25年勤続の者

区　　分

本年度

前年度

国の制度

支給期別支給率

2 2.225

(1.175)

(1.175)

2.225 2.225

6月 12月

(1.175) (1.175)

(1.175)

※（　　　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

※（　　　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率である。

(2.35)

備考

有

有

4.45

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置

有

(2.35)

(2.35)

4.45

4.45

支給率計

47.709
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キ　特殊勤務手当
（単位：％）

一般行政職 技能労務職

※一般行政職は、福祉職相当職（保育士）を除く。

ク　その他の手当

区分 国の制度との異同

扶養手当 同じ

住居手当 同じ

通勤手当 異なる

全職種

13.4 6.3 96.7
支給対象職員の比率

(令和4年1月1日現在)

区分
代表的な職種

給料総額に対する比率 1.1 0.2 11.3

－

交通用具使用の場合、用具の種類により額が異なる距離区分がある。

代表的な特殊勤務手当の名称

差異の内容

税務手当、監督手当、特異性手当（清掃手当等）

－
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